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クライエンテリズムと抗議運動 
――レバノンにおける 2019 年「10月革命」――

岡部　友樹*

1. 問題の所在
　2019年はじめごろから、中東・北アフリカ諸国ではアラブの春の「第二波」といわれるほどの
大規模な市民による抗議運動と政治変動が起こった。第二波を象徴するのはアルジェリア、スー
ダン、イラク、レバノンの 4ヶ国であり、これらの国々でみられた大規模な抗議運動の数々は、
2010年から連続的・波及的に起こったアラブ諸国の大衆蜂起がいまだ終わりを見せていないよう
な力強い印象をわれわれに与えた。上記の国々に限らず 2019年には香港、チリ、アルゼンチン、
エクアドル、コロンビア、スペイン、フランス、エジプト、ヨルダン、イランなどのアジア・ア
フリカ諸国からラテンアメリカ諸国、そしてヨーロッパまで大小さまざまな抗議運動が発生して
おり、社会運動や抗議運動への学術的・社会的な関心が高まっている。
　本稿が対象とするレバノンでは、2019 年から 2020 年に起きた抗議運動「10月17日革命（October 
17 Revolution; Thawra 17 Tishrīn al-Awwal）」と呼ばれる大規模な抗議運動が起き、アラブの春の
「第二波」という大きな地域的文脈のなかに位置づけられる。2019年以降に抗議運動が展開した上
記の中東・北アフリカ 4つの国々を観察すると、4つの共通点が見いだせる。1つ目に、2010年か
ら始まったアラブの春「第一波」において大規模な抗議運動と政治変動を経験していないことであ
る。2つ目は、いずれの国においても経済問題が重要な争点となったことである。3つ目に、4ヶ
国のいずれもが過去に内戦を経験していることである。4つ目に、いずれの国においても暴力を用
いた抗議運動ではなく非暴力的な手段が使われたことである（表 1参照）。
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　さらにこれらの国々を分類してみると、スーダンとアルジェリアでは独裁者の退陣が路上で叫ば
れ、結果として長年にわたって権威主義体制を維持してきた支配者が交代し、文民と軍との駆け引
きのなかで体制移行が進行中である。他方、イラクとレバノンでは両国の政治体制・既存秩序とし
て存在してきた「宗派制度（al-Ṭā’ifīya）」の打倒が叫ばれ、市民たちによる平和的な抵抗運動や抗
議運動が長期間にわたって行われた。
　このような分類から浮かび上がってくる疑問は、内戦を経験した国々では抗議運動はどのよう
に展開するのか、そして内戦が内戦後の抗議運動や市民社会に与える長期的な影響は何か。権威主
義体制より権力分有体制のほうが抗議運動に対して「レジリエンス」が高いのだろうか。これらの
4ヶ国ではアラブの春の時点で起こらなかった抗議運動がなぜ 2019 年のタイミングで同時多発的に
起こったのか。このような点を問うことは、抗議運動という現象を内戦後の文脈に位置づけ、長期
的な視座から抗議運動を考察することにつながる。これらすべての論点に答えることは容易ではな
いが、以下にレバノンの事例を通して見ていくように、2019 年の抗議運動を出発点として新たな研
究課題が浮かび上がり、今後の実証分析にとって有益な知見が導き出されるであろう。そして、こ
のような種々の論点を考察することは、内戦後の市民社会のゆくえを見据え、破壊的な内戦によっ
て国土が荒廃し、市民間の紐帯や国家の基盤が破壊された国々において最重要の課題ともいえる。
　
表 1　中東・北アフリカ 4ヶ国における 2019 年抗議運動の特徴

政治体制 内戦期間 抗議運動の期間 抗議運動の目標 帰結
アルジェリア 権威主義体制 1990年～1998 年 2019年 2 月～ 独裁者打倒 体制転換
スーダン 権威主義体制 1983年～2005 年 2018年12 月～ 独裁者打倒 体制転換
イラク 権力分有体制 2005年～2009 年 2019年10 月～ 政治改革 継続中
レバノン 権力分有体制 1975年～1990 年 2019年10 月～ 政治改革 継続中

　本稿では内戦後のレバノンにおける抗議運動を概観し、2019年10月17日から始まった 10月革命
を中心的に取り上げ、内戦後における抗議運動の発生要因、展開と戦略、そして政治的な帰結を記
述する。レバノンの事例分析を通じて、他の中東・北アフリカ 3ヶ国との比較の視座を示し、クラ
イエンテリズムと抗議運動に関する理論に対して貢献することを主たる目的とする。
　本稿の貢献は以下の 2点にまとめられる。1つ目にクライエンテリズムと抗議運動の研究を新た
な視点から考察することである。これまでの先行研究では、「票と物質的利益の交換」とされるク
ライエンテリズムが、抗議運動に象徴される集合行為と対極に置かれてきた。しかしながら、両者
は互いに連関しており、必ずしも対極に位置付けられる現象ではなく、より現実の事象に沿った理
論的な知見が必要とされている。2つ目に、レバノンの 10月革命を包括的に記述することである。
現在も続いている事象であるため、最終的な結論を出すには時間を要するが、2019年10月から
2020年3月までの期間に絞ることで、この約 5ヶ月間にどのようなことが起こったのか、特徴はど
のようなものかという点を各種資料にもとづいて記述する。
　叙述の順序は以下のとおりである。第 2節ではクライエンテリズムと抗議運動に関する先行研究
を整理し新しい論点を導く。第 3節では現代レバノンにおける抗議運動の歴史を概観し、内戦以後
に起きた抗議運動と 10月革命の違いを明らかにする。第 4節では 10月革命がどのように展開し、
その発生要因として考えられるものは何だったのかを説明する。結論では本稿の主張と結論を述べ
るとともに、今後の研究展望を示し、レバノンの事例から導き出される含意を示す。
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2. クライエンテリズムと抗議運動
　本節ではクライエンテリズムと抗議運動の関係を中心に扱う。その 2つの事象の背景には、冒頭
でも指摘した 4ヶ国にみられた内戦が多かれ少なかれ影響を及ぼしている。内戦はそれを経験した
人々や経済・社会にどのような影響をおよぼすのか。凄惨な暴力は人々に多大な心理的な傷を負わ
せ、社会・経済・政治にも不可逆的なインパクトをもたらす。これまでに異なる視座や研究領域に
おいて内戦の影響を検証する取り組みが行われてきた。本稿で問題とするクライエンテリズムと抗
議運動の関係もそのような一連の研究群に位置づけられる。
　抗議運動や大衆蜂起は政治学や社会学のなかでも古典的なテーマであり、動員（mobilization）、
蜂起（uprising）、反乱（rebellion）、抗議の政治（contentious politics）は国・地域・時代・規模を問わ
ず形を変えて普遍的にみられる現象である［Tilly 1964; 1978; Tilly & Tarrow 2015］。抗議運動を
紛争や戦争の文脈で考えるとき、2つのテーマは深く結びついており、これまでにも抗議運動から
内戦や革命へと至る過程が分析の対象となってきた。さらに最近では、平時の抗議運動に限らず、
内戦や紛争中の市民の抵抗運動が内戦研究において盛んに論じられている［Kaplan 2017］。それで
は文脈を内戦後に移してみるとどうであろうか。内戦が内戦後の市民社会や抗議運動に与える影響
に関しては十分に扱われておらず、両者を接続するような理論的知見が必要とされる。
　まず内戦の影響に関する理論的な知見を①個人に着目したものと②組織に着目したものに分類し
て以下で整理する。1つ目に個人に着目した研究では、アンケート調査から得られたデータをもと
に計量分析を行い、個人の政治・社会的な行動を明らかにするものが多数を占める。ここで論争と
なっているのは、内戦の影響は肯定的か否定的かということである。肯定的な側面を主張する研究
では、心理学の「外傷後成長（post-traumatic growth）」という概念を使い、内戦時の暴力が人々の
個人的な成長や政治意識の活発化を促すことを指摘している［Blattman 2009］。このように内戦や
そのときの暴力が与える「肯定的な」影響を指摘する研究がある一方で、内戦の負の影響を指摘す
るものも数多く存在する。そのなかでも残虐な過去をもつ武装組織から政党に変容した組織に対し
て、人々は内戦中の残虐行為に対する制裁として内戦後の選挙で投票をしない傾向にあると指摘す
るものがある［Berber et al. 2014］。また、内戦の影響による民族間関係を分析した研究では、自集
団に対する利己心などの「集団内バイアス（ingroup bias）」を指摘するものや、民族間の協力関係の
条件を分析の対象としている［Whitt & Wilson 2007; Voors et al. 2012; Gilligan et al. 2014; Bauer 
et al. 2016］。たとえば、内戦が他者への態度に与える影響を分析した研究では、レバノン内戦を
経験したレバノン人のシリア難民に対する態度を分析した。そこでの発見は、レバノン内戦を経験
したことはシリア難民への態度に関係がなく、個人的にシリア難民と接触がある人は融和的な態度
を示すというものである［Ghosn et al. 2019］。
　これらの研究が想定する内戦の影響範囲は 1年から 10 年程度であり、選挙にみられるような政
治的・社会的な行動、民族間の協調・敵対関係や信頼などが主要なテーマとなっている。抗議運動
との関連では、内戦後の集合行為に関してシエラレオネを事例に分析した研究があり、ここでは
ローカルな地域での社会的活動や投票行動のありかたが分析対象となっている［Bellows & Miguel 
2009］。この研究からは、内戦中に家族や親戚が殺害された人々のほうがそうでない人々に比べて、
選挙へ赴いたり地域の集まりに参加する度合いが高いことを示している。上記に述べた内戦の影響
が肯定的か否定的かという論争にも関わるが、内戦はトラウマという否定的な心理上の影響をもた
らす一方で、政治参加や社会的活動などの集合行為は促進されるという知見から、全国規模で起こ
るような抗議運動という集合行為の場合はどのようであるかという疑問が湧いてくる。この点に関
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しては先行研究がなく、内戦から時間を経るごとに因果関係を推定するのが難しいという問題もは
らんでいる。
　2つ目に組織に着目した研究では、主として内戦後に政党へと変容した武装組織が主要な研究課
題である。「弾丸から投票箱へ（from bullet to ballot）」という比喩に表されるように、内戦を戦っ
ていた武装組織の成員が軍服を脱ぎ捨て、背広を着て議会に向かうという現象は広く世界中で観察
される。内戦を戦ったという勲章を胸に、同民族集団からの支持を得て、政党へと変容していくの
である。先行研究で示されていることは、内戦時の武装組織の戦闘での勝利や領土支配は、内戦後
の選挙において武装組織から変容した政党にとって組織的な優位性を高めることで、票を獲得する
際に有利に働くことである［Rizkallah 2016; Costalli & Ruggeri 2019］。しかし他方で、上記の個
人レベルでの研究で示されているように、人々の感情は武装組織から変容した政党に対して常に肯
定的ではなく、内戦時の残虐行為が選挙において不利に働く場合もある。
　内戦における武装組織の領土支配は、統治する場所での情報収集能力を高め、現地の市民たちか
ら離反者や敵の情報を得ることができる［Kalyvas 2006］。内戦時に得られた情報をもとに武装組
織から政党へ変容した組織は内戦後の選挙において集票活動を行う。さきほどみたとおり、内戦時
の暴力に対する制裁として投票を控える市民がいる一方で、内戦時に支配地域の住民から忠誠を得
た政党は、内戦時の支配を梃子にパトロン・クライエント関係を強化するといえるだろう。ゆえに、
内戦時に強化されたパトロン・クライエント関係は、異なる民族集団間が結集して集合行為を起こ
すことを困難にすると推測される。
　次に抗議運動に関する知見を確認する。政治体制の変革や政治的要求を表明する方法として、市
民による抗議運動は重要な権利であり手段として位置づけられてきた。そして抗議運動と内戦の
関係性は継続的に主要なテーマであり続けている［della Porta 2018］。そのような抗議運動では、
暴力的な手段を用いるよりも非暴力的な手段を用いたほうが成功し、たとえ権威主義体制下で抑
圧に面した場合にも有効とされている［Chenoweth & Stephan 2013］。それでは内戦により社会
が分断した国家において市民が民族や宗教を越えて一致団結し、大規模な抗議運動を組織して政
治改革を迫ることが可能であろうか。この点は先行研究で十分に説明されていない。このような
戦争・紛争・内戦と社会運動や抗議運動の間の溝は、社会運動研究の泰斗であるシドニー・タロウ
（Sidney Tarrow）も指摘するところである。タロウはこのような問題意識から、チャールズ・ティ
リー（Charles Tilly）がこれまでに発表してきた著作すなわち戦争・国家建設と抗議の政治・社会運
動の 2つをつなぐ必要を訴えている［Tarrow 2015］。タロウの試みは本稿と問題意識を共有するも
のではあるが、内戦が抗議運動へ与える影響に関してはタロウの主要な関心とはなっておらず、あ
くまでチャールズ・ティリーの研究の橋渡しを志向している。
　以上の整理から言えることは、内戦が内戦後の個人の行動や政党などの組織に影響を与えるの
であれば抗議運動もその例外ではない。ただし抗議運動は個人と組織の双方に関係する事象であ
り、たとえ個人レベルでの集合行為が行われても、組織だって全国的な抗議運動のような集合行
為が起こるか否かはその条件の慎重な検討を要する。内戦によって民族的な分断がなされると、
民族を超えた集合行為がより困難になることが予想され、大規模な抗議運動は容易に起こらない
ことも予想される。さらに内戦を戦った民兵たちは内戦中の戦闘での勝利や支配下の住民から忠
誠心を武器に、内戦後の選挙において支配地域での票獲得を有利に進めることができ、この意味
において内戦によってクライエンテリズムが強化されると言える。これらの関係性を整理すると
以下のようになる。
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　このように内戦によって強化されたクライエンテリズムと抗議運動の関係は、従来の研究におい
て二極対立的なものとしてみなされてきた。すなわち、一方でクライエンテリズムによる抗議運動
の阻害が生じ、他方でクライエンテリズムが崩壊した結果として抗議運動が生じるという見方であ
る。しかしながら、両者の関係を現実に起こる事象により近づいた形で理解しようとするのが、ア
ウジェロの一連の研究である［Auyero 2000; Auyero et al. 2009］。彼はアルゼンチンを対象として、
貧困層の直面するクライエンテリズムと抗議運動の双方を相互に連関するものとして位置付けた。
貧困層は物質的利益に反応する度合いが高く、クライエンテリズムの関係のなかではそのような物
質的便益を反故にするような行動を容易に取りにくい。ただし、貧困層が抗議運動を起こしたとき
にクライエンテリズムの関係にある政党や政治家が秘密裏にそのサポートを行っていたり、クライ
エンテリズムによって築かれたネットワークが抗議運動の母体となることなどを指摘している。
　これまでの内戦、抗議運動、クライエンテリズムに関する理論的な整理から、レバノンで起こっ
た抗議運動をどのように理解すればよいのだろうか。その一つの視点として、クライエンテリズム
が厳然と存在しながらその関係を壊すのではなく、所与のものとして人々は既存のエリート層に対
して声を上げた、と理解ができる。宗教・宗派を単位とした市民とエリートの間のクライエンテリ
ズム関係が、歴史的にも制度的にも長らく存在してきたレバノンでは［Cammett 2014; Corstange 
2017］、そのような関係を即座に取り払うことは現実的でなく、またこれまでにも内戦を例外とし
て起こってこなかった。ゆえに、両者を対極に位置付けるのではなく、暫時的にクライエンテリズ
ム関係から脱却するような手段として、人々は徐々に声を上げ始めているという視点から 2019 年
の事例を分析していきたい。以下ではその事例に入る前にレバノンにおける抗議運動の歴史を簡単
に振り返る。
　

3. レバノンにおける抗議運動の歴史
　19世紀以降、宗教・宗派間で政治権力を配分する宗派制度をとってきたレバノンにおいて、宗
教・宗派の分断を越えて民衆が反乱を起こしたり、政府に対して一体となって異議申し立てを行う
抗議運動はどのような展開をみせたのだろうか。また、レバノン内戦（1975年～ 1990年）という破
壊的な暴力を経験した社会において抗議運動は成功するのか、どのように組織されるのか、そして
いかなる政治的な帰結を生むのか。これらの論点に対して 2019年10月17日から始まったレバノン
の 10 月革命を対象として、発生・展開・帰結を分析することで一定の回答を与えることを試みる。
その前提作業として、本節では内戦以後の抗議運動の歴史を概観し、次節の 10 月革命を内戦後と
いう文脈に位置づける。
　多様な民族集団が存在し、それらが政治制度と結びつくことで利益集団が形成されるような国家
では、各々の集団への決められた利益配分が背後にあるために、広範な動員をして既得権益を越え
た抗議運動が発生するのには大きな壁が立ちはだかる。レバノンにおける抗議運動の展開を考える
うえでは、まず近現代のレバノンで起こった民衆反乱、労働運動、市民社会による抗議運動の歴史

内戦
民族的分断

クライエンテリズムの強化

集合行為

（e.g. 社会運動）
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を検討することが必要となる。
　以下で確認していく事例は2019年の 10 月革命と以下の点で異なる。1つ目に、2005年に首相暗
殺事件を契機として起こった全国的な反シリア抗議運動である独立インティファーダでは、シリア
に対する態度をめぐって国家が二極化する構造がみられた。この点は 10月革命ではみられずに政
治的な選好を越えた動員がみられた。2つ目に、2011 年～2012 年のアラブの春の際にみられた抗
議運動では規模が小さく政治改革につながる成果を収められなかった。この点は 10月革命では全
国規模での最大参加者数という点と大きく異なり、開始 2週間程度で首相と内閣を辞任に追い込む
という点においても大きく異なる。3つ目に、2015年の You Stink運動ではベイルートを中心に行
政のゴミ処理に対してイシューを絞った抗議運動が行われた。これに対して 10 月革命は既得権益
層や支配エリートの退陣を要求するものであり、それに加えて環境保護や銀行に対する非難・攻撃
など、多数のイシューを包摂するものであった。

3-1. 19世紀から内戦前までの抗議運動

　近現代レバノン史のなかで民衆や農民が支配者の地主や封建領主に対して蜂起を起こす事件は繰
り返しみられてきた。19 世紀なかごろレバノン山岳地域（Jabal Lubnān）にはオスマン帝国支配下
で自律的な政体が存在し、キリスト教徒のマロン派とイスラームのドゥルーズ派が多数派を形成し
ていた。19 世紀には農民反乱が 1820 年、1840 年、1847 年に起こり、それと同時期に宗派対立や
内戦も起こった［Khalaf 2002］。とりわけ農民反乱という観点から重要なのは、1858年から 1861
年にかけてレバノン山岳地域のキスルワーン（Kisrwān）で起こった農民反乱である。ここでは、キ
リスト教徒のマロン派の農民が、同じくマロン派の封建領主に対して反乱を起こし、最終的に一時
的ながら農民の代表による自治システムを打ち立てた［Porath 1966］。1858 年から始まった農民反
乱では、当初はマロン派同士の農民と領主という 2者の間の社会秩序が動揺した事件であったが、
それがレバノン山の他地域に広まるとともにドゥルーズ派地域にも影響が及び、結果的に宗派対立
という構造へと変化し、1860 年にはドゥルーズ派とマロン派の間でレバノン史上最初の内戦が起
こった［Makdisi 2000: 135–140］。
　農民反乱とそれに続く内戦に特徴づけられた 19 世紀を経て、フランスによる委任統治が始まっ
た1920年までは大規模な抗議運動や民衆反乱は起こらなかった。その後、レバノンは 1920 年から
1943年にかけてフランス委任統治の下に置かれるが、宗教・宗派を超えた政治リーダーたちの団結
の下、フランス委任統治政府に対して反乱がおこり、その結果として 1943年に独立を獲得した。
　独立以後のレバノンでは 1958年に国内で小規模の紛争が起こったほかは 1975年まで大規模な武
力紛争は起こらず、宗教・宗派間の共存がみられ、中東の金融ハブとして経済的な繁栄を謳歌し
た［Gates 1998］。そのような状況下で抗議運動の先陣に立ったのが労働組合である。レバノンの
労働組合は戦間期（1919年～1939年）以来存在していると言われ、共産党系の労働活動家であった
歴史家のイルヤース・ブワーリー（Ilyās Buwārī）はその起源を 20 世紀初めに求めている［Buwārī 
1980］1）。1958 年 4 月 30 日に労働組合や断片的な労働組合連合を束ねる「レバノン労働組合連合
（al-Ittiḥād al-‘Ummālī al-‘Āmm fī Lubnān, Confédération Générale des Travailleurs Libanais, 以下
CGTL）」が結成され、設立当初には 4つの組織が介入した。この CGTLは政党や市民社会が党派
的な利益に大きく左右される一方で、影響力はそれほど強くないながらも反宗派制度の立場を一貫
してとってきた稀有な組織であった。独立以来、CGTLを中心としたレバノンの労働運動は政府
1）　内戦前までの労働運動の展開に関してはブワーリーの 3巻本が詳しい［Buwārī 1980］。
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の介入により 1つのセクターに複数の労働組合が作られ分断が助長されたため、統一することがで
きず、さらにイデオロギーの違いも大きかったため政府に圧力をかける動員は少なかった。1970
年にようやく既存の労働組合や連合が CGTLの下に統一化され、政府に対する公式な交渉相手と
なった。内戦前には 18 の労働組合連合が CGTLに加入しており、内戦中には 6つの新たな組織が
加入したことで、CGTLは合計して 156 の労働組合を束ねる組織として政府と交渉を行ってきた
［Khater 2019］。
　以上をまとめれば、近現代のレバノンでは農民による反乱が数度にわたって起こり、封建領主や
フランス委任統治政府に対して厳しい要求をつきつけてきた経緯がある。そして 1943年の独立時
から 1975年の内戦前までの第一共和制のレバノンでは、労働組合を束ねる組織が作られながらも、
政府による介入のために強力な圧力団体とはなりえず、CGTLが主導する散発的な抗議運動が起
こったものの、大きな政治的帰結に至るまでではなかった。

3-2. 内戦中における反戦運動――1975–1990
　レバノン内戦のなかで市民が主体的に声を上げるのは容易でなかった。しかしそのような状況
下においても一部の市民が抗議運動を行っており、その中心にいたのが労働組合である。独立後
から内戦前までの第一共和制期にはその組織的な力を発揮できずに終わっていた CGTLであった
が、内戦中には宗教・宗派を超えた組織として独立性を保ち、政府との交渉を行うだけの力を持つ
に至った。その証左に、宗派的な分断と民兵組織による暴力が吹き荒れた内戦中でも、1982 年ま
でに CGTLは加速するインフレに対して賃金の上昇を政府に要求し交渉を行っていたのである。
1982年以降には、内戦のなかに労働運動が巻き込まれていくが、そのなかでも CGTLは 1986年
から 1988年にかけて継続的に反戦運動を組織し、1987年にはベイルートで 60,000人が参加する反
戦運動を行い、宗派主義に対する反対姿勢と内戦の惨状を国際社会に訴えた。ガッサーン・スライ
ビーによれば、レバノン内戦中に反戦を掲げる市民組織は19 あり、「非暴力運動」「国民救済戦線」
「統一防衛の先駆者」「民主救済運動」「国民対話委員会」「平和・開発研究所」などの組織が結成され
たという［Slaiby 1993］。

3-3. シリア支配期の抗議運動――1990–2005
　内戦後の第二共和制期は、内戦を戦った民兵や内戦の復興開発を梃子に成りあがった政治家たち
が担う「軍閥民主主義（warlord democracy）」として始まった［Wantchekon 2004］。それに加えて、
レバノン内戦を終結させた停戦合意である「ターイフ合意」はシリア軍の駐留を認め、内戦後の第
二共和制レバノンは実質的にシリア政府の統治下に置かれたのである。
　シリア支配下のレバノンでは、シリアの撤退を求めるような抗議運動は不可能に近い状況であっ
た。しかしながら、政府に対する抗議運動は行われ、その中心に立ったのが労働組合であった。レ
バノン内戦後の復興過程でビジネス界から成り上がりシリアの承認を経て首相に就任したラフィー
ク・ハリーリー（Rafīq al-Ḥarīrī）は、新自由主義経済的な政策を次々と打ち出し、廃墟と化したベ
イルートを豪奢なホテルが立ち並ぶ地区へと変容させていった［Baumann 2016］。その過程で貧
困層は排除され、ハリーリー首相は経済復興政策を行った結果としてその恩恵が貧困層にもトリ
クルダウンするだろうという認識に立っていた［Baroudi 1998］。このようなハリーリー首相の新
自由主義的な復興政策に対して、労働組合は真っ向から対峙し、1992年から1997年までに複数の
大規模抗議運動を組織した［Baroudi 1998］。たとえば、1992年5月9日に CGTLはベイルート中
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心部での大規模な抗議運動を組織し、それに対して政府は治安機関を動員して暴力により鎮圧を
行った。暴力的な抑圧を受けながらも、この抗議運動によって当時のウマル・カラーミー（‘Umar 
Karāmī）首相は辞任へと追い込まれ、大きな成果を上げたと言える。

3-4. シリア撤退後の抗議運動――2005–2015
　2005年のはじめにシリア軍がレバノンから撤退し、シリアによる実質的支配が終焉を迎えるこ
ととなった。このシリア支配後の時期において最大の抗議運動は、シリアに対する抗議デモであっ
た。これを契機にレバノンは主権を回復することとなる。そして、2005年以降には市民社会の台
頭とそれによる抗議運動が組織され、2011年から 2012年にかけてはアラブの春の時期に世俗主義
を求める抗議運動、2015年には政府のゴミ処理の怠慢を契機とする You Stink運動、そして最終的
に 2019年の 10 月革命へと至ることになる。
　2005年2月14日に、ベイルートのホテルが密集する地区で何者かによって仕掛けられた爆弾に
より当時首相のラフィーク・ハリーリーおよびその他 21 名が暗殺された。現代レバノン史上で最
大の抗議運動はラフィーク・ハリーリー首相の暗殺を契機とした反シリアデモの「独立インティ
ファーダ（Intifāḍa al-Istiqlāl）」であった［Blanford 2007; Young 2010］。この独立インティファーダ
時には国内が大きく二極化された。ラフィーク・ハリーリーの暗殺をシリアおよびそれに近いヒズ
ブッラーの犯行だとする反シリア勢力がスンナ派、ドゥルーズ派、一部のキリスト教徒の政党を中
心として形成される一方で、ヒズブッラーと一部キリスト教の政党は親シリアの姿勢をとった。こ
のようにして国内がシリアへの態度をめぐって二分し、宗教・宗派を超えた市民の抗議運動の達成
は先に送られることとなった。
　次いで「アラブの春」がある。2010年チュニジアを震源としてアラブ諸国に広く波及した抗議運
動の波は、レバノンへ届くことはなかった。チュニジアやエジプトの人々に共鳴したレバノン人が
大使館の前で抗議運動をするケースや、レバノン世俗プライド（Lebanese Laïque Pride）という組
織が宗派主義の撤廃と女性の権利とくに個人関係法（personal status law）の廃止を求めてベイルー
トの中心部で抗議運動を行う様子はみられたが、結果として国中の人々を動員することは無く、周
辺国でみられたような大規模な動員は起こらなかった。
　それでもアラブの春の時期には、宗派主義を撤廃し世俗主義を求める抗議運動が起こり、2011
年 2月27日にはじめて行われ、1500人の市民が参加したと言われている。レバノンのアラブの春
をめぐっては、他の国にみられた独裁政権の打倒という目標が設定されることはなく、権力分有体
制という各宗派のクライエンテリズムに依拠した制度が全国的な抗議運動の発生を抑制したと論じ
られている［Hermez 2011; Fakhoury 2014］。さらに、この時期にはシリアで発生した抗議運動と
内戦をめぐって国内の政治勢力が二分していた。国内の親シリア勢力はシリアで起こった抗議運動
を非難し、バッシャール・アサド政権が瓦解しないように支持する一方で、反シリア勢力は民衆の
抗議運動を支持し、アサド政権の打倒を望んだ。このような国内の二分化の結果として、政治的な
党派性や宗派を超えた動員が難しかったのである［Wählisch & Felsch 2016］。
　2015年には You Stink運動といわれる抗議運動が展開した。2015年8月、行政によるごみ処理が
滞り都市に悪臭が漂う事態に堪忍袋の緒を切らした市民たちはベイルートの議会前に押し寄せ、抗
議活動を行った。ここで象徴的だったのは、行政の怠慢や国家の機能不全がたびたび指摘される
レバノンにおいて「国家はどこにあるのか（Wayn al-Dawla）」と疑問が呈されることが多いにも関
わらず、抗議運動に参加する者たちの目の前に立ちはだかったのは議会を守衛する治安部隊であ
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り、皮肉にも市民たちは「国家」と対峙していたのである［Abu-Rish 2016; Mouawad & Baumann 
2017］。この抗議運動では市民社会の台頭がみられ、その後に行われたベイルート地方議会選挙で
は、当該運動の中心になった市民社会の政党が議席を獲得した。
　上記に挙げた大規模な抗議運動以外にも、レバノンでは継続して女性による抗議運動がみられ
る。レバノンの宗派制度の社会的側面として婚姻制度があり、婚姻は各宗教・宗派の権限にゆだね
られるというものである。基本的に婚姻は各宗教・宗派の管轄事項であり、それぞれの集団の自律
性が憲法によって確保されている。そのため、宗教・宗派を超えた結婚が法律上認められず、世俗
的な婚姻法制定への要求が断続的になされている。このような不満はレバノン市民やレバノンに
70年以上居住するパレスチナ難民のなかから継続的に噴出しており、世俗的な婚姻法を求めるフェ
ミニスト運動や反宗派制度の要求の大きな柱をなってきた。
　以上をまとめれば、内戦中から内戦後にかけて抗議運動の中心を担ってきたのは労働組合をまと
めあげた CGTLであった。内戦後の最大規模の抗議運動である 2005年時にはシリアをめぐって国
家が二分し、ここに宗教・宗派と政治が結びついた壁が立ちはだかった。そしてアラブの春のとき
にはレバノンでの抗議運動は下火であり、2015年以降に市民社会による抗議運動の組織化が徐々
にみられるようになってきたという状況である。
　

4. 2019年「10月革命」
　2019年10月17日からレバノンの首都ベイルートで始まった 10月革命は、レバノン市民が政治・
経済エリートに対して非暴力的な方法で抗議の意を表明した、現代レバノン史上最大規模の出来事
であった。失政の責任追及を受け汚職が疑われる政治家のみならず、政治家と蜜月の関係にある経
済界のエリートたちに対しても非難の声が向けられた。抗議運動はレバノン全土で数ヶ月にわたっ
て続くこととなった。このレバノン 10月革命は、内戦後の政治家たちが推し進めた新自由主義的
な経済政策の失敗に起因する面が一方にあり、他方で宗教・宗派関係と結びついたクライエンテリ
ズムにより分断を越えて結集することができなかった市民たちが内戦終了後30年の月日を経てよ
うやくたどり着いた到達点でもあった。以下では抗議運動の開始からその展開、そして 10月革命
をもたらしたものを述べ、最後に内戦と 10月革命の関係について論じる。
　2019年10月17日に首都のベイルートから始まった 10月革命では、レバノン全土での抗議運動が
展開された。10 月 17 日に路上に繰り出す直接的なきっかけとなったのは政府によるスマートフォ
ンのアプリWhatsAppに対する課税案の発表であった。WhatsAppへの課税案に対して怒りの声を
上げた市民たちの行動は、その後すぐに批判の的を広げ、全国的な抗議運動へと変容していった。
脱稿時にも抗議運動は継続しているため、本稿で扱う期間は開始の 2019年10月17日から 2020年3
月15日にコロナウイルスの蔓延によるロックダウンがなされた時期までに限定する。抗議運動の
特徴は以下の 3つにまとめられる。
　1 つ目に、参加人数と地理的範囲において最大規模という点である。2005年の独立インティ
ファーダ、アラブの春の際の反宗派主義運動、2015年の You Stink運動がいずれも首都のベイルー
トを中心として行われたのに対して、2019 年の抗議運動はベイルートを開始地点としながらも、
北のトリポリ（Ṭarābulus）から南のサイダー（Ṣaydā）まで全国で行われた。各宗派やその政党が根
拠地とする場所でも抗議運動が起こっており、各地域間での連帯もみられた。
　2つ目に、抗議運動の性質が市民による自発的なものであり、政党や政治組織に動員されたもの
でない点である。開始時点から「リーダーなき」性質を保ち、それを市民社会の組織や労働組合な

04創案_岡部v08.indd   253 2021/03/23   15:45:48



254

イスラーム世界研究　第 14 巻（2021 年 3 月）

どが多種多様にサポートするという側面がみられる。市民たちは既存の政党によって抗議運動が
乗っ取られることを強く警戒し、あくまで自発的で中立的な性格を保つよう努めた。ソーシャル・
メディアを通じて各都市の広場や中心部に集まった市民が声を上げるというスタイルが貫かれた。
参加者には若者が多かったものの、他の世代からも広く参加がみられた。
　3つ目に社会的亀裂（social cleavage）が乗り越えられた点が挙げられる。レバノンでは全国的な
抗議運動に対する阻害要因として、宗教・宗派的な要因、階級的要因、地域的要因などがあり、集
合行為を阻害してきた。しかし今回の抗議運動ではそれらの要因による阻害がみられなかった。
2005年の独立インティファーダでは親シリアと反シリアという分断が顕著にみられたが、今回の
抗議運動では宗派を超えた動員と運動が行われている。政府が治安機関を動員したり、抗議運動に
反対する人々が散発的に抗議運動に対して暴力と非難を浴びせ一時的な緊張関係もみられたが、宗
教・宗派という要素は抗議運動が組織され展開していくなかでは大きな障壁とはならなかった。
　以下では抗議運動を時系列に沿って記述していくとともに、上記に挙げた抗議運動の 3点の特
徴を詳しく検討していく。以下の抗議運動の記述では、主として現地紙の The Daily Star（英語）、
al-Nahār（アラビア語）、L’Orient-Le Jour（フランス語）および国営通信の National News Agency
からの報道をもとに再構成をしている。これらに加えて地方紙や国際的なメディアなどからの情報
を補足的に使用している。なお、抗議運動の主要な出来事に関しては以下のタイムラインを参照い
ただきたい。

4-1. 抗議運動開始からハリーリー首相の辞任まで（10月17日～10月29日）

　まず、抗議運動の開始時点からサアド・ハリーリー（Sa‘d al-Ḥarīrī）首相の辞任までをみていきた
い。2019年10月17日に始まった現代レバノン史上稀に見る大規模な抗議運動の口火切ったのは、
レバノン国内で広く使われているWhatsAppに対する課税2）であった。インターネット電話サービ
スを提供するWhatsAppは社会階層を問わず多くの人々に使われており、固定電話料金や携帯で
の電話料金が高いレバノン市民にとって日々の連絡手段として広く普及している。政府は 10月17

2）　レバノンでのWhatsApp使用率は全国民で 84%ととも言われている［de Groot 2019］。

レバノン 10 月革命タイムライン
出来事

2019 年

10 月 17 日 WhatsAppに対する課税が導火線となり抗議運動開始。
10 月 29 日 サアド・ハリーリー首相辞任。
11 月 15 日 ムハンマド・サファディー氏が首相候補に浮上。
11 月 26 日 サミール・ハティーブ氏が首相候補に浮上。
12 月  8 日 サミール・ハティーブ氏が首相候補を辞退。
12 月 19 日 ハッサーン・ディヤーブ氏が暫定首相に任命され組閣を開始。
2020 年
1 月 22 日 ハッサーン・ディヤーブ首相が率いる内閣が決定。
1月 27 日 議会で予算案が可決。ディヤーブ首相が署名し、アウン大統領が承認。
2月 11 日 内閣信任決議が可決。
2月 21 日 国内初の新型コロナウイルス感染者が確認される。
3月  7 日 政府が 3月 9日償還期限の債務不履行（デフォルト）を発表。
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日にWhatsAppに対する課税に加えて、ガソリンやたばこへの課税、年金と公務員の給与カット
などが盛り込まれた予算案を発表し、それに怒りを覚えた市民たちは街頭に繰り出すことになる。
午後 6時ごろから若者たちが路上へ飛び出し、東西ベイルートを結ぶ道路を封鎖した。参加者たち
はベイルートの中心にある議会近くのネジュメ広場に向けて「革命！（Thawra）」「市民は体制の打
倒を要求する！（al-Sha‘b Yurīd Isqāṭ al-Niẓām）」との叫び声をあげて行進した。このような突然の
抗議運動の勃発を受け、同日中に政府は予算案の修正を決定することとなった。
　10月17日の抗議運動が始まる 2日前の 10月15日には、シューフ山――とくにキリスト教徒が
多数派を占めるダームール村（Dāmūr）とミシュリフ村（Mishrif）――で山火事が起こり、その事件
への政府の遅々とした対応に非難を浴びせられていた。というのも、政府が山火事を消し止めよう
としたとき、2009年に購入された火災用のヘリコプターは管理が徹底しておらず適切に機能しな
かったのである。そのため政府はキプロスとギリシアに消火活動の援助を要請することになった。
このような山火事を受けて、10 月 17 日以降の抗議運動では盛んに「レバノンが燃えている（Lubnān 
Yantafi ḍ）」という文句が多く使われた。これは抗議が炎のように盛り上がっていることと山火事事
件をかけたスローガンである。
　レバノンに燃え上がった抗議運動の炎は収まることを知らず、ベイルートから始まり全土に拡大
していった。10月17日に抗議運動と抗議参加者による路上封鎖が行われたのは、ベイルート、ト
リポリ、サイダーなど 3）の主要都市や地方の農村部で抗議運動と路上封鎖が行われた。さらには抗
議運動は国内にとどまらず、在外レバノン人も抗議運動への連帯を呼びかけた。3日目の 10月19
日にはワシントンDC、ニューヨーク、ロサンゼルス、サンフランシスコ、モントリオール、ロン
ドン（約 1000 人）、マドリードで抗議運動が行われた。抗議運動開始から 4日目までに国内で少な
くとも 150万人が参加したと報じられ、70以上の町と村で抗議運動が行われた。
　この抗議運動の勃発を受けた、主要な政党および政治リーダーたちの反応はどのようなもので
あっただろうか。突然の抗議運動の勃発を受け、10月18日にハリーリー首相は 72 時間の内閣での
改革案の話し合い時間を設けると発表した。この抗議運動に対して、マロン派が多数を占める政
党の自由国民潮流（al-Tayyār al-Waṭanī al-Ḥurr）党首であり外務大臣のジュブラーン・バースィー
ル（Jubrān Bāṣīr）はこの事件を「国家を救うための最善の機会となるか、またはカオスになるかの
どちらかである」と発言した。ジュブラーンは続けて、抗議運動には同党に反対する政治勢力（レ
バノン軍団、進歩社会主義党、カターイブ党など）が肩入れをしており、政権を倒そうと目論ん
でいるとの見方を示した。ハリーリー首相が 72 時間の猶予を設けた一方で、抗議運動を支持する
立場から進歩社会主義党（al-Ḥizb al-Taqaddumī al-Ishtirākī）のワリード・ジュンブラート（Walīd 
Junbulāṭ）とレバノン軍団（al-Quwwāt al-Lubnānīya）のサミール・ジャアジャア（Samīr Ja‘ja‘）はハ
リーリーの即時辞任を求めた。
　10月19日にヒズブッラーのハサン・ナスルッラー（Ḥasan Naṣr Allāh）書記長はテレビでの声明

3）　他にも、ザハレ（シャトゥーラ、タアルバイヤー）、ジュベイル、キスルワーン（ズーク・モスべ）、バアルベッ
ク、スール、ナバティーエ（ナバティーエ・ファウカー）などの全土の主要都市であった。抗議運動が 3日目に
突入するとその地理的範囲は更に拡大し、ベイルート、トリポリ（トリポリ、ミーナ）、マトン（ダウラ、シン・
フィール、ジャラル・ディーブ）、サイダー（サイダー、ザハラーニー）、ジュベイル、キスルワーン（アドニス・
キスルワーン）、スール、ナバティーエ（ナバティーエ・ファウカー、ナバティーエ・タハタ、ハッブーシュ、カ
フル・ルッマーン）、アレイ（ハレデ、アラムーン、ブシャームーン、クッバート・シュワイファート、カハーラ）、
シューフ（デイル・カマール、ジーエ、カトゥルマーヤー）、ザハレ（シャトゥーラ）、バトゥルーン（バトゥルー
ン、シャッカー、ハーマート）、アッカール（ハルバー）、マルジャアユーン、ズガルター 、バアブダー（ウーザー
イー、チーエ）、クーラ（クースバー、アンフェ、ダハル・アイン、クファル・ハジール、アミユーン）、ハースバ
イヤー、ヘルメルなどで抗議運動が行われた。
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において内閣の辞職を否定した。他方で、レバノン軍団のサミール・ジャアジャアは自党出身の
4名の大臣――副首相のガッサーン・ハスバーニー（Ghassān Ḥāṣbānī）、労働大臣のカミール・ア
ブー・スライマーン（Kamīl Abū Slaymān）、社会問題大臣のリチャード・カヨミジアーン（Rīshārd 
Quyūmjiyān）、行政開発大臣のメイ・シディヤーク（May Shidiyāq）――の辞職を発表し、支持者
に対して党派に関わらず党旗や政治的シンボルを持たずに抗議運動に参加（とくにキスルワーンと
ジュベイルで）するように求めた。
　10月21日に 72 時間の猶予を終えたハリーリー首相は 25 の改革案と新たな予算案を発表した。
その中身は、債務削減、国家公務員・議員・閣僚の給与を 50％削減、電力源の新たな開発、中央銀
行・その他の主要銀行に対する課税、2020 年までの 34億ドル（約 3400 億円）の赤字削減、省庁の
改廃（情報省の廃止）と予算削減、貧困削減への補助金、住宅ローンへの配分 1兆 6000 億ドル、通
信セクターの民営化、CEDRE 4）の条件の履行であった。この発表に対して全くもって満足しなかっ
た市民たちは引き続き抗議運動を続けることとなる。
　抗議運動は 6日目に突入し、ベイルートのショッピングの中心地ハムラ通りと南部のスールの中
央銀行前では、中央銀行総裁のリヤード・サラーメ（Riyāḍ Salāma, 在任 1993 ～）の退任を求める
デモが行われた。抗議運動は内閣に対して向けられるもののみならず、経済界まで及んでいること
がこのデモに表れている。現地でデモを観察した際には、中央銀行総裁を罵る言葉がベイルートの
町中で聞かれ、その後も経済エリートに対する批判は終息することがなかった。リヤード・サラー
メに加えて、元首相のナジーブ・ミーカーティー（Najīb Mīqātī, 在任 2005、2011～ 2014）も標的と
なった。ミーカーティー元首相による不正な資金利用が市民による抗議運動によって白日の下にさ
らされ、レバノン山岳地域の検察官であるガーダ・アウン氏（Ghāda ‘Awn）はナジーブ・ミーカー
ティー元首相、息子マーヒル、甥アズミー、およびアウディー銀行を、中央銀行への補助金とアウ
ディー銀行の作成した住宅ローンによる「不当な収益」の理由で訴追する旨を示したのである。
　市民による抗議運動は一枚岩ではなく、多様な宗教・宗派の人々が参加したが、そのなかには党
派的な利益から抗議運動を非難する人々もいた。抗議運動 8日目の 10月24日にはバアブダーで自
由国民潮流支持者がミシェル・アウン（Mīshāl ‘Awn）大統領を支持する集会を組織した。集会に登
場したアウン大統領は、内閣の改造を促し、ハリーリーの改革案に賛同の意を示した。「あなたた
ちの要求に対して答えられないということは無いだろう。表現の自由は尊重されなければならず、
それは市民の権利であり確保されなければならない。私はあなたたちの代表と会う準備ができい
る。私は政権の打倒を望むという声を多く聞いた。体制転換は、諸君、路上で起こらない。政権は
長年にわたって麻痺しているため、われわれの体制は改善すべきである。しかし体制の変革は立憲
的な制度を通じてなされるべきである。（一連の抗議運動は）あなたたちの成果である、それゆえ
前に立ちはだかる障壁を取り払い記録的なスピードで適応させた。しかし、あなたたちが求める改
革は立法を通じてなされなければならない。なぜなら腐敗に対する本当の闘いは法律と厳格な執行
を通じてなされるからだ」と述べている。抗議運動の「代表」と面会する準備ができているとの発
言から分かるように、「リーダーなき」市民の自発的な行動を一つに集約することで不満を解消し、
抗議運動を分断する狙いがあるように思われる。
　抗議運動に対する反対を表明した市民もおり、それにはヒズブッラー支持者とアマル支持者がい

4）　2018年4月にパリで行われたレバノン支援のためのドナー会合であり、難民危機への対処や経済支援のために 110
億ドルの支援が決定された。正式名称は「ビジネス改革を通じた開発のための経済会議（Conférence Économique 
pour le Développement par les Réformes avec les Entreprises）」。
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た。抗議運動発生から 9日目の 10月25日には、殉教者広場においてヒズブッラー支持者が抗議参
加者を襲撃し、その後ハサン・ナスルッラーのテレビ演説において抗議場から撤退を求める声明が
出された。ナスルッラーはテレビ演説において、抗議運動には外国からの介入がなされていると発
言し、このような事態は政治的空白と国の崩壊をもたらすとして抗議参加者の求める内閣の辞職を
拒否した。
　収まる気配を見せない抗議運動は、路上封鎖を中心として各地で圧力をかけ続け、開始から 13
日後の10月29日の午後 4時にハリーリー首相はテレビ中継で自身の辞任を発表した。辞任発表の
なかで父ラフィーク・ハリーリーの言葉を引用し「だれも国家より大きいものはいない。神がレ
バノンを守るように。レバノンよ、永久に。」と述べ、その後バアブダーの大統領府に行き、アウ
ン大統領に辞職を伝えた。両者は 15 分の話し合いを行い、ハリーリー首相は無言でバアブダーを
去ったという。

4-2. ハリーリー辞任からディヤーブの就任まで（10月30日～ 12月19日）

　このハリーリーの首相辞任を受け、抗議運動の次の段階が始まった。辞任が発表されたものの、
アウン大統領はハリーリー前首相に対して次期首相が決まるまでの政府運営の代行の役割を務め
るよう要請し、次期内閣形成への移行準備を始めた。ハリーリー首相および内閣を辞任へ追い込
んだ市民たちは口を揃えて「テクノクラート政府」を要求するようになる。現職の政治家たちを一
掃し、政治的影響から独立した専門家から成る政府というのが市民たちの求める新たな内閣の形
であった。
　アウン大統領は抗議運動への対応として、10月31日と 11月3日に国民に向けての演説を行った。
前者の演説では、自らの 3年間の業績を列挙するとともに、抗議運動に対する権利を認める発言が
なされたものの、大胆な政治改革への提言はみられず、抗議参加者たちの期待に応えるものとはな
らなかった。後者は主に自党である自由国民潮流の支持者に向けられたものであり、汚職の撲滅、
経済再建、市民のための国家の必要性などが強調された。ハリーリーの首相辞任とアウン大統領の
不動の姿勢は、抗議運動の勢いを何ら弱めるものではなく、引き続き路上封鎖や各都市の中心広場
などで抗議運動が行われた。
　抗議運動当初からレバノンではドルの準備高不足がさまざまな識者によって指摘され、国民生活
を蝕んできた。それを裏付けるかのようにレバノン全国の銀行では顧客のドル引き出し制限が設け
られるようになり、さまざまな場面でドルによる支払いを求められるレバノン国民にとって生活の
困窮に直結することとなった。この背景には、1997 年から自国通貨のレバノン・ポンドとアメリ
カ・ドルの為替レートを一定に保つペッグ制を導入しており、生活のなかでのドル払いが日常化し
ていることがある。近年では主要な財源である在外レバノン人からの送金の減少と過去 10 年間の
経済の低迷により、国内のドル準備高が徐々に減少してきた。ゆえにドルの不足は市民の生活に
とって大打撃となったのである。抗議運動開始から 17日目の 11月2日には、レバノン銀行協会が
襲撃され、その建物の前で抗議運動を行っていた 5名が一時的に逮捕された事件や、銀行や ATM
が襲撃・破壊される事件が散発的に起きるようになっていった。
　抗議運動開始から20日目の11月5日には、高級ヨットが寄せられているベイルートのザイトゥー
ナ港に集まり、抗議運動を行った。レバノンの地中海沿いのビーチは 20%を除いてその他すべて
が私有地となっており、それは違法な取得であるとの主張がなされた。このザイトゥーナ港での抗
議運動はその後も数週間にわたって断続的に行われ、この港をシンボルにレバノン沿岸の不動産の
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違法な取得に対して厳しい目が向けられることとなった。
　11月15日に次期首相の候補として、ムハンマド・サファディー氏（Muḥammad al-Ṣafadī）の名前
が挙がった。彼はビジネス界の大物であり、2000年から 2018年にかけて国会議員を 3度務めてお
り、2005年から 2014年までに金融経済貿易大臣と公共交通大臣の職に就いている。このような経
歴から明らかなように、サファディー氏は市民の目から見ると現職の政治家たちと同じ既得権益層
の 1人であり、抗議に参加する市民たちを納得させるような首相候補とはなりえなかった。サファ
ディー氏の首相候補のニュースが明らかになると、抗議者たちはベイルートのクレマンソー地区に
ある同氏の自宅前に押し寄せ、首相指名に対する拒否を要求した。抗議者の 1人はテレビでのイ
ンタビューにおいて「サファディーは汚職で名高い。彼の任命は彼が内閣を形成する前に終わるだ
ろう」と語った。1人目の候補としてサファディー氏の名前が挙がり、即座に市民たちからの拒否
の姿勢がみられたのと同様に、11月26日に次期首相候補として、サミール・ハティーブ氏（Samīr 
al-Khaṭīb）の名前が挙がったが、同氏も同様の結末を迎えた。

4-3. ディヤーブ首相就任からデフォルトまで（12月20日～ 3月15日）

　2度の首相指名の失敗を経て、抗議運動開始から 64 日目の 12 月 19 日にハッサーン・ディヤーブ
氏（Ḥassān Diyāb）5）が首相に指名された。このときも前 2人と同様に、路上での反対の声は依然と
して強かった。議会による承認を経て首相指名されたディヤーブ首相は、1月21日に 20名から成
る内閣の結成を発表した。
　1月27日に予算案が議会で可決され、債務の削減や追加の課税は行わないことなどが謳われた。
2月11日に内閣の信任決議が可決され、同日にディヤーブ首相は新たな政策を発表した。その政策
には財政・行政改革の実施、汚職・脱税との闘い、独立した司法機関の創設などを 100日以内に、
その他の政策を 3年以内に行うことを説明した。
　ディヤーブ内閣の形成から間もなく、新政府が直面した最大の課題は 3月9日に償還期限を向か
えるユーロ建て債務の返済であった。債務を返済するのかデフォルトを宣言するのかをめぐって、
IMFの専門家たちとの話し合いが行われ、最終的に国内の外貨を放出することとなる債務返済で
はなく、現在の危機的状況下ではデフォルトのほうが次善の策であるとの判断がなされ、3月7 日
に正式にデフォルトが発表された。
　デフォルト発表から約一週間後の 3月15日に新型コロナウイルスの蔓延を受け、政府は「医療緊
急事態」を宣言してロックダウンを実施することを決定し、路上で行われていた抗議運動は一旦の
収束を向かえることとなった。

4-4. 抗議運動の特徴

　これまでに時系列に沿って概観してきた抗議運動の特徴を以下では 3点にまとめて論ずる。上記
でもふれたように、その特徴は①参加人数と地理的範囲が最大規模である点、②リーダーなき抗議
運動であった点、③社会的亀裂が乗り越えられた点に要約できる。それでは以下で詳細に検討して
いく。

5）　アメリカン大学ベイルートの副学長、同大学のマールーン・シマアーン工学・建築学部コンピュータ工学教授を
務める。またオマーンのゾファール大学工学カレッジ創設学長・学部長を務める。2011年から 2014年までナジー
ブ・ミーカーティー政権で教育・高等教育大臣を務めた。
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4-4-1. 抗議運動の全国的展開と戦略

　内戦以降に起こった大規模な抗議運動の主要な舞台は首都ベイルートであった。2005年の当時
首相ラフィーク・ハリーリー氏の自動車爆弾による暗殺とそれに端を発するシリア軍・諜報機関の
撤退を要求した独立インティファーダや、2015年に政府の怠惰によりゴミ処理が滞り市民が議会
前に押し寄せ怒りの声を上げた際など、いずれもベイルートが中心地となってきた。しかしなが
ら、今回の抗議運動ではベイルートのみならず地理的な広がりが特徴であり、北の都市トリポリや
南の都市サイダーなど各地で行われた。抗議運動開始から 4日目にして推定150万人が参加したと
の情報もあり、推定人口が約600万人とされるレバノンでは、その規模が独立以来にして最大であ
ることは明白であった。主要 3都市を代表として抗議運動発生件数をみていくと、ベイルートが最
大数を占めるものの、その他の都市でも 2019年 10月から 2020年2月にかけて継続的に抗議運動が
発生していたことが分かる。主要 3都市以外でも大小さまざまな抗議運動が起こり、2019年以前
に起こった抗議運動がベイルートのみで展開していた点とは大きくことなることが分かる。
　抗議運動の最大の戦略的特徴はその非暴力的な性格にあった。具体的な手段としては、1つ目に
路上封鎖がある。各都市を結ぶ主要道路や高速道路には燃えたタイヤや鉄鎖などが置かれ、人々が
立ちはだかり、車の往来を停止させることで交通機能を麻痺させた。2つ目に路上封鎖に加えて主
要な抗議戦略となったのが、公的機関の前でのデモである。ベイルートの中心にある議会や首相府
に大勢の人々が押し寄せ、中央銀行の前では連日のように経済・金融に関する抗議のスローガンが
聞かれ、各省庁の前ではイシューを絞った抗議運動が行われた。さらに官公庁などの公的機関のみ
ならず、政治家との密接なつながりをもつ企業の前でも抗議運動が行われ、すべての政治・経済支
配層に対して非難の声が浴びせられた。3つ目に、各都市の広場で開かれた公開討論である。主要
都市の広場にはテントが張られ、そこでは政治・経済・法律などに関して専門家たちと市民の間で
知識の共有がなされたり、現状改革のための方策が盛んに議論された。このような広場では政治・
経済エリートを糾弾するための抗議運動が常に行われているわけではなく、集まった人々がお茶を
飲み水タバコを吸い、世間話に花を咲かせながら「憩いの場」「集いの場」として利用していたこと

ベイルート トリポリ サイダー
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出典――Civil Society Knowledge Centre, Map of Collective Actions in Lebanonより筆者作成。
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がある。ときには国内外で著名な DJやゲストが招待され、大音量の BGMを伴い、さながら野外
クラブまたはライブ会場のような雰囲気が流れていた。
　非暴力的な手段が一貫してとられた抗議運動のなかで、反政治・経済エリートを訴えた抗議運動
参加者側と、抗議運動に反対する勢力（主としてヒズブッラーとアマルの支持者）との衝突が散発
的にみられた。また、抗議参加者と治安機関が衝突するような事件もみられ、非暴力的手段がとら
れたとはいえ、完全に暴力や暴動などの側面がなかったわけではない。しかしながら、このような
事件では負傷者やごくまれに死者が出ながらも、全面的な暴力的対決という次元まで至らず、抗議
参加者側も非暴力的な方法を可能な限りとる姿勢を一貫してみせていた点が強調できる。
　非暴力的な手段を用いた抗議運動では、ソーシャル・メディア（WhatsApp、フェイスブック、イ
ンスタグラムなど）からの情報をもとに各都市の特定の場所に人々が集まるような方法がとられ
た。ソーシャル・メディアが世界的に普及する前の時代では、運動を組織する活動家が個人宅を
回ったり地方への周知活動をする必要があり、費用と時間がかかっていたものの、顔が見えるとい
う点で抗議運動としての持続性や頑健性が高かった。しかしながら、ソーシャル・メディアの時代
には短期間で市民を集結させるのが容易になった一方で、運動の持続性や頑健性、求める結果を
得る信頼性などが弱いとの見方もある。さらに政府側もソーシャル・メディアを利用してフェイク
ニュースやプロパガンダなどの情報を流せるようになっているため、抗議運動を抑圧する方法を持
ちうるという視点もある［Tufekci 2017］。しかしながら、レバノンでの一連の抗議運動を観察する
限り、そのような弱点は抗議運動の衰退に寄与しておらず、継続的な動員がみられた。

4-4-2. リーダーなき抗議運動

　抗議運動開始当初から、市民社会や労働組合は積極的に参加していくとともに、抗議運動を支え
る上で欠かせない存在となっていった。しかしながら、抗議運動はあくまで市民による自発的なも
のであるという性格が対象期間を通じて遵守され、特定の組織による抗議運動の集約化や乗っ取り
は成功しなかった。
　この背景にあるのは市民たちが口を揃えて「テクノクラート政府」を要求したことである。ここ
では具体的な政治家の名前が挙げられ、侮蔑的なスローガンが響く一方で、政治・経済を支配する
すべてのエリートたちが標的となったことにより、現職の政治家や既存の政党には抗議運動を率い
る余地はなかった。
　抗議運動を乗っ取る動きとして、キリスト教徒を中心とした政党であるレバノン軍団は、所属議
員たちをいち早くハリーリー内閣から離脱させ、抗議運動に対する支持を表明したことがある。こ
のような政党の動きは、他の政党からレバノン軍団が抗議運動を率いているとの批判をされるが、
抗議運動の継続に実質的な影響はなかった。また、アウン大統領は抗議運動の開始から数日後に
「代表」との面会を行う旨を伝え、抗議運動の分断化を図ったともとれる行動をみせたが、そのよ
うな代表組織は求心力をもたずに終わった。
　抗議運動が各地方で展開されたことは上に述べたとおりだが、各地方を市民たちが行き来し、運
動を全国で継続的に展開する努力がなされた。このときにも特定の名のある組織が行動を起こすと
いう形式ではなく、市民たちが自発的に連帯を呼びかけ、「革命バス」と呼ばれた交通手段が用意
されるなどして、自発的かつ全国的な抗議運動が展開された。
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4-4-3. 社会的亀裂

　レバノンで起きてきたこれまでの抗議運動では、宗教・宗派を基礎とした政治体制が存在するた
めに、抗議運動の大義が宗教・宗派やそれを基礎とする政党のイデオロギーに飲み込まれ、社会的
な亀裂を横断した市民の動員が困難な状況にあった。さらに、内戦による過去も影響をし、異なる
社会集団の間には不信感が残っていた。2005年の独立インティファーダ時には、シリアに対する
態度をめぐって国家と国民が二極化し、2011年以降に起こった抗議運動も隣国シリアで起こる内
戦のためにレバノン政治が不安定な状況に陥り、全国的かつ宗教・宗派横断的な抗議運動が組織さ
れることは無かった。
　2019年には、そのような宗教・宗派または政治イデオロギーによる亀裂が乗り越えられた。こ
れを可能にした要因の一つとして、抗議運動の標的が特定の政党や組織ではなく、政治・経済エ
リート全体に向けられたことが大きい。また、参加者のうち多数を占めていたのが若者であった
点も重要であった。内戦を経験した世代とは異なり、10代から 30代までの若者たちは内戦後の
時代を生きてきたため、内戦という過去からより自由な身で抗議運動に参加することができた。
　抗議運動の社会的亀裂の次元を考えるうえで重要だと思われるのは、内戦後に特定の政党が支配
的となっていた地域においても抗議運動が発生したという点である。それを象徴するエピソードが
レバノン南部のカフル・ルッマーン（Kafr Rummān）でみられた。カフル・ルッマーンは 1940年代
からレバノン共産党が影響力をもつ村であり、タバコ生産が盛んにおこなわれているような労働者
の村であった。この村の政治的支配は、内戦の過程で後進地域であったレバノン南部の解放と、イ
スラエルに対する抵抗を旗印として台頭したヒズブッラーによってとって代わられた。内戦後に
はヒズブッラーの影響下に留まり、選挙においても圧倒的な得票を達成していた。このような村
でも、2019年から始まった抗議運動の波を受け、カフル・ルッマーンの人々は同地を支配してきた
ヒズブッラーに対して「恐怖の壁」を打ち破ることで抗議の念を示し、「人々は体制の打倒を求め
る！」との声を上げて連日抗議運動を行った［Said 2019］。
　ヒズブッラーという内戦を梃子にして成り上がった強力なシーア派軍事組織かつ政党による支
配の下、市民が自発的に声を上げることはこれまで考えられなかった。選挙の際にもヒズブッ
ラーが独占的に票を集め、強化されたクライエンテリズムのなかで市民たちは従属的な立場に置
かれてきたのである。しかしながら 2019年の抗議運動の全国的な波及を受けて、市民たちは古参
の共産党の援助を受けながらも経済状況の改善や政府の責任追及などを公の場で叫ぶことができ
るようになった。
　

5. 「10 月革命」をもたらしたもの
　これまでに述べてきたレバノンの 10 月革命をもたらしたものは何だったのだろうか。抗議に参
加した人々が日々口にしたスローガン「全員は全員である（Kullun Ya‘nī Kullun）」が示すように、
腐敗した支配層すべてに対する不満が人々のなかに募り、議会や内閣の政治家のみならず経済・
金融に従事するエリートたちに対しても不満の矛先が向けられた。ゆえに、今回の抗議運動の発
生要因かつ促進要因として挙げられるのは経済と金融の二重の危機である。この経済と金融の二
重の危機に至った背景はどのようなものかという観点から以下では、1つ目に格差の問題と、2つ
目に政治とビジネスの癒着に関して論じる。この 2つの要因が内戦後のレバノンに負債をため込
ませ、最終的に 2019年の 10月革命という場面に至ったといえる。どちらの要因も一国の政治経
済を大きく左右するものであり、政治家と経済・金融エリートの癒着による「縁故資本主義（crony 
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capitalism）」が国家の経済を蝕み、人々を路上へ引きずり出すこととなった［Malik et al. 2019］。
　以下では国内要因を中心として論じるが、国際的・地域的な要因ももちろん存在する。そのなか
でも重要なのは、2011年時にピークを迎えていた原油価格が 2014年以降に急降下し、湾岸諸国か
らの援助を頼ることができなくなり、経済的に窮地に追い込まれたことである。加えて、レバノン
経済を支えていた湾岸諸国への出稼ぎ労働者や在外レバノン人からの送金額の減少も経済への大き
な悪影響を与えた。

5-1. 内戦復興過程における新自由主義と格差

　抗議運動開始から数日間に、1975年から1990年まで続いた内戦期の直前よりも、今次の経済状
況は悪いという声が圧倒的多数の市民から聞かれた。また、抗議運動が始まってから 1ヶ月後に市
民の要求を調査した分析では以下の項目が挙げられた。10月23日から 26日にかけてベイルートの
リヤード・スルフと殉教者広場で行われた 213 人を対象とした Lebanese Center for Policy Studies
（以下 LCPS）による世論調査では、抗議参加者の要求の第一に政府の説明責任が挙げられた。そ
れに次いだのは政治的な代表に関する項目と公共サービスに関する項目である。また、AUBが新
聞やオンライン資料から収集した情報によれば、抗議参加者の要求には新たな政府の創設とくにテ
クノクラートが担う小さな規模の内閣が第一に掲げられ、その次に現政府の辞職、早期の選挙の実
施、新たな選挙法、盗まれた公的資金の奪還などが挙げられた。
　15年間におよぶ破壊的な内戦ののちに大規模な復興開発が首都のベイルートを中心になされ
た。新自由主義の波に乗り、内戦復興をリードしていったのはサウディアラビアとの強力なつな
がりをもとにして内戦後の政治の舞台へ躍り出たラフィーク・ハリーリーである。首相を 3期務
めたラフィーク・ハリーリーは、通貨価値の下落を食い止め、インフレを抑制し、復興プログラ
ムに多額の資金を費やしたが、労働者や貧困層の生活条件の改善は最優先課題ではなく、種々の
経済再建政策や経済成長を通じてその成果が彼らにトリクルダウンするであろうという姿勢で
あった［Baroudi 1998］。
　ラフィーク・ハリーリーのエリート主義的な経済・復興政策により、政治・経済エリートたちと
つながった富裕層と、恩恵を得られなかった低所得層や労働者たちの経済格差はのきなみ広がって
いった。最近の研究からは、中東地域は世界のなかで最も格差レベルの高い地域であると指摘され
ている［Alvaredo et al. 2019］。これは 2011 年から始まったアラブの春の発生原因が格差に対する
人々の不満ではなかったとする立場に対する厳しい批判である。そのなかでもさらにレバノンは格
差レベルが高く、トップ 10%や 1%の人々が巨万の富を蓄える一方で、大規模な貧困層をかかえ
るという事実を明るみにし、レバノンの経済的繁栄に批判の目が注がれている6）。レバノンの富裕
層はヨーロッパのそれと同じくらい裕福である一方で、貧困層はヨーロッパよりも貧しいという構
図があり、ここに「広範な中間層なき 2層構造」がみられる［Assouad 2017］。レバノンの格差問題
は、2011年以降に隣国のシリアで内戦が始まり、100万人を超える難民の流入によってさらに悪化
した。シリア内戦が始まって以降の格差に関する具体的な数字は管見の限りで見当たらなかった
が、労働市場や政府の財政政策に与える影響は測らずとも相当なものがあると推測される。

6）　内戦前のレバノン経済に関する先行研究としては、［Gaspard 2004; Gates 1998; Sayigh 1962; Shehadi 1987］などが
あり、古代のフェニキア商人から現在の国内外のレバノン人ビジネスマンの活躍ぶりを称して「商人の共和国
（Merchant Republic of Lebanon）」と言われて久しいが、まさしくレバノンは商人や金融セクターによってその国家
がなりたってきた国であった［Safi eddine 2019］。これらの研究はレバノンの経済的繁栄を一定程度評価するもの
であるが、Assouadが指摘するように、経済的繁栄の別の側面として多大な格差が隠されていたことも指摘せね
ばならない。
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　内戦後の経済復興政策の陥穽は、富者を潤す一方で貧者に恩恵が及ばず、政府の財政にも大き
な影響を累積的に及ぼしてきた。2019年までに政府の債務は GDPの 152%（850 億ドル）に上り、
IMFによれば 2018年の財政赤字は 9.8% であり、2019 年には 11.5% になると見込まれている。こ
のような政府の失政は公共セクターに対する支出金額にも表れており、Moodyの調査によれば公
共サービスの提供は世界で 3番目に低質という状況にある。日常生活においても 24 時間継続的に
電力が供給されることは無く、1日のうち数回にわたって停電が起こる。

5-2. 汚職、クライエンテリズム、政治的つながり

　抗議運動が開始した当初には参加者による破壊行為はほとんどみられず、平和的な方法によって
政治家に対する圧力をかけるという戦略がとられていた。しかしながら、当局が軍や警察などの治
安機関を派遣して暴力的に抗議運動を収めようとすると、それに対抗しようとする抗議者たちは次
第に暴力的な手段を利用するようになっていった。その一つの象徴的な事件として銀行に対する襲
撃がある。これは銀行を襲撃して金を盗むといった行為ではなく、銀行のガラスを破壊したり、銀
行へ火炎瓶を投げつけるなどの行為が多くみられた（写真 1を参照）。それではどうして抗議参加
者たちは銀行を標的としたのであろうか。
　レバノン政治でのパトロン・クライエント関係の存在
は有名であり、インフォーマルなネットワークが広範に
はりめぐらされ、公共財の配分［Salti & Chaaban 2010］
や選挙での競争［Cammett 2014; Corstange 2017］に影
響を与えている。とりわけ宗派を同じくする政治家とそ
の支持者の間で票と支持の取引が行われる。政治家が
票の獲得と引き換えに彼の支持者に対して利益供与を
行うとき、さまざまな財やサービスのなかでも公的・私
的なセクターでの雇用を提供することが多くみられる。
このような事実から、レバノン企業の「政治的なつなが
り」は暗黙の了解となっている。事実、2013 年にレバ
ノンのシンクタンク LCPS（Lebanese Center for Policy 
Studies）がレバノンの大学生 300 名に対して行ったアン
ケート調査では、4人中 3人が職を探すの際に政治的な
コネ（アラビア語でワスタ（wasṭa））が重要と考えている
と答え、さらに 2割程度の学生が実際にそのようなコネ
を利用したという［Atallah 2013］。このように仕事にあ
りつくためには政治的なコネが重要となり、仕事を得られた引き換えに政治家への忠誠を投票とい
う形で見せるというクライエンテリズムの典型的な形がみられる。
　レバノンの汚職の現状を客観的な数字から見た場合、1つ目に Transparency Internationalが発
行する Corruption Perception Indexの 2019 年版によれば、レバノンは 180ヶ国の中で 137 番目で
あった。また、別の指標をみたときには、アラブバロメーター（Arab Barometer）が出した政府に
対する信頼度によれば、80%の人々が宗教界のリーダー、法制度、政党、議会、政府を信頼して
おらず、96％が汚職が蔓延していると回答した。唯一信頼度が高かったのは軍と少し下がって治安
機関であり、それぞれ 84％と 62%となっている［Ceyhun 2017］。

写真 1　襲撃された銀行の ATM

筆者撮影（2020 年 1 月 16 日、ベイルート）
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5-3. 企業と政治的つながり

　政治的なつながりの一翼を担うのが銀行である［Safi eddine 2019］。政治家や名望家系が企業
経営に関与するまたは主要な株主であるような企業を「政治的なつながりをもつ企業（politically 
connected fi rm）」という［Fisman 2001; Faccio 2006］。政治的なつながりをもつ企業は政治家によ
る公的な利益供与（許認可や融資）などの好待遇を受けることができ、汚職レベルが高い国により
多く見られる。抗議運動はそのような政治的なつながりをもつ企業を公の批判のもとにさらし、た
とえ明確な政治変革が達成できなくとも、そのような企業の評価を下げるような効果を持つことが
分かっている［Acemoglu et al. 2017］。
　レバノンの場合、政治的なつながりをもつ銀行家たちはファワーズ・タラーブルシーのいう「商
業・金融オリガーキー（commercial-fi nancial oligarchy）」を示している［Traboulsi 2007］。中央銀
行総裁に対する「盗人だ、盗人だ、リヤード・サラーメは盗人だ（Ḥarāmī, ḥarāmī, Riyāḍ Salāma, 
ḥarāmī）」という町できかれた抗議の声にも象徴されるように、抗議運動の攻撃の射程は政治家の
みならず、既存の政治・経済エリート全体に向けられたものであった。

5-4. 政治的帰結と評価

　2019年の10月革命を評価する際に、政治的な帰結がどのようなものであったのかを検討する必
要がある。抗議運動の大きな成果の一つに、超宗派的な抗議運動が行われたことがある。また政
治的な帰結としては、サアド・ハリーリー首相の辞任があり、社会的な帰結としては抗議運動が始
まった後に行われたベイルート弁護士協会の会長を選ぶ選挙において、政党の支持を受けていない
候補が当選したことがある。また、抗議運動により汚職や公的資金の不正を行った政治家や経済界
の人物に対して検察による訴追が開始された。
　一連の抗議運動には短期的と長期的評価がある。短期的な評価（1ヶ月間の具体的成果）として
は、抗議運動が同時多発的かつ全国的に展開しており、既存の政治勢力が市民の要求に真剣に向き
合わざるを得ない状況を作った。長期的な評価（これから続くであろう成果）としては、新たな国
民的意識や階級・宗派を超えた統一感を創出し、現政権の入れ替えがなされるかどうかに関わらず、
大きな成果がある。このような新たな市民意識の創出という帰結は 1960 年代にレバノンや西欧で
古参の体制に対して代替的なシステムを要求した現象のときと似ている。
　短期的と長期的な成果を作り出した要因としては 2つある。1つ目は抗議運動を行うときに使う
「公共空間」の創出である。それは物理的・空間的な場所としての「広場」（リヤード・スルフ、殉教
者広場、リング道路、「エッグ」、ジュブラーン・ハリール・ジュブラーン公園、ジャラル・ディー
ブ高速道路、ヌール広場、イリヤー交差点、etc. ――パブリック・ディスカッションの場、道路封
鎖の場、抗議運動の中心地）であり、ソーシャル・メディアや抗議運動でのスローガンにみられる
仮想的コミュニティや精神的な「言説」でもある。2つ目は、動員の原動力となった市民社会の存
在である。10月17日革命は市民の自発的なリーダーのいない抗議運動だといわれるが、その補助
的役割を担ったのが様々な NGOに代表される市民社会である。また、種々の労働組合や業種別団
体が声を上げた。それらの大きな成果の一つとしてベイルート弁護士協会の会長に非党派的、政党
の支援を受けない人物が選ばれたことがある。
　抗議運動が展開していくなかで 3つの課題が浮上した。1つ目は市民の要求を代弁する代表者の
選出と代替的な政治勢力としての凝集である。政治制度を利用して変革をなしとげるためには、議
会に代表者を送る必要があり、さもなければ路上から要求の声を上げるだけで終わってしまう。2
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つ目に選挙における政治参加と長期間にわたって作られたパトロン・クライエント関係の打破であ
る。前者に関しては、市民の抗議運動への参加と選挙への参加・投票行動がリンクする必要がある。
後者に関しては、宗教・宗派および名望家・家族などの選挙動員ネットワークが建国時より張り巡
らされているため、そのハードルを越えることは容易ではない。ゆえに抗議運動時に主としてソー
シャル・メディアを通じて形成されたネットワークがどれほど堅強なものであるか、既存の紐帯を
打破できるかどうかが試される。3つ目に選挙制度である。2018年選挙時に比例代表制が選挙法上
導入されたものの、結果としては既存勢力がパイを奪い合い、大きな変化は起こらなかった。ま
た、既存の政治勢力は選挙のタイミングを操作することができ、優位な立場にある。ゆえに、新た
な政治勢力にとっては、代替的な選挙法を導入するのか、今ある選挙法のもとで選挙戦を戦うかど
うかは慎重かつ迅速に決定する必要がある。選挙法の論点に関しては、ポールは現存のものでよい
と判断している。ただし、抗議運動への支持を表明すると同時に、政党への支持を保持する者も多
い［Itani 2019］。
　今回の抗議運動では、1ヶ月間継続した後に、レバノンに介入・支援しようとする国は現れなかっ
た。そして、抗議運動の戦略として、開始時には路上封鎖が主となる方法であったが、1ヶ月をす
ぎるあたりから政府機関前でのデモに戦略がシフトしてきたことがある。
　レバノン10月17日革命では「人々は政権の打倒を要求する」というアラブの春でみられたスロー
ガンが同様に使われたが、アラブの春のときにレバノンで叫ばれたスローガンは「人々は宗派主義
政権の打倒を要求する」というものであった。そして 2015 年のごみ問題をめぐる抗議運動で使わ
れたスローガンは「お前は臭う！」であった。2019 年の抗議運動では開始から 1週間後に人々の
なかの「恐怖」が打ち破られ、公に政治エリートを罵る言葉――ヒズブッラーのハサン・ナスラッ
ラーに対するそれを含む――を発するようになった。人々から発せられる批判に対して政治エリー
トは抗議者たちに「礼儀正しい」言葉遣いと態度をとるように求め、そのような動きを最初に見せ
たのがハサン・ナスラッラーであった。そのようなメッセージは本質的に礼儀正しくすることを
求めているのではなく、政治エリートへの名指しでの批判や侮辱に対しては暴力を行使しかねな
いぞという脅迫を送ることを意図していたのである。抗議運動のなかで女性による活動が目立っ
ており、家父長制・資本主義・宗派主義に対する批判を強めていった。抗議運動の導火線の一つと
なった金融状況の悪化は政治エリートと結びついた銀行がもたらしたものであるが、銀行は抗議
者による路上封鎖を理由に営業を停止し、政府に銀行の防護を求め、国内 1200 の銀行に治安部隊
が配置された。政府は市民を犠牲に銀行を守っているという皮肉な結果とも受け取れる［Majed & 
Salman 2019］。
　新たな労働組合組織が作られたことも一定の評価に値するであろう。レバノン労働者総連の内
部者によれば当該組織は抗議運動発生以降何も方策をとっていないという［The Daily Star 25 Nov, 
2019］。「リーダーなき革命」において、リーダーは必要かどうかが問われている。それに対して、
リーダーを 1人選ぶことによってエスタブリッシュメントにつぶされたり取り込まれたりする危険
性があるため、そのような議論自体を否定する立場の者もいる。500 を超える企業が既存の商工会
議所や労働組合から離れて労働者の保護やストライキを敢行している［Yahya 16 Dec, 2019］。（1
月後半に入って）増加する一部の暴力的な抗議者たち――一時は路上を埋め尽くした抗議者たちに
比べて人数が少ない――は多くの人々からの支持を得ているとはいいがたく、大部分の人々は自
宅のテレビでその様子をうかがっている［Battah 30 Jan, 2020］。
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5-5. レバノン内戦と「10 月革命」

　これまでにみてきたレバノンの抗議運動のなかで 10月革命は規模・期間・地理的範囲のどれを
とっても最大のものであることが分かる。また、労働組合が主導した抗議運動とは異なり、市民
が自発的に路上に繰り出し、それを市民社会がサポートするという姿がみられた。2019年までに
大規模な抗議運動が発生せず、なぜ 2019年のタイミングで発生したのかという点は今後も継続
して問われるべき点はあるが、レバノン内戦と 10月革命がいかに関連しているのか試論を提示
したい。
　まず、内戦後のレバノンは地上で戦闘の指揮を執ってきた民兵リーダーたちが政治を担うよう
な体制であり「軍閥民主主義」とも言われている。内戦を通じて各宗派の武装組織は組織的な優位
性を高め、各々が支配する地域の市民とのつながりを強化してきた。それによって武装組織から
変容した政党と市民とのクライエンテリズムが強化されたと言える。内戦はクライエンテリズム
を強化する。しかし、内戦後に悪化した経済状態がパトロン・クライエント関係を崩すきっかけ
となった。内戦前に比べて内戦後のレバノンでは格差が広がっており［Dubar & Nasr 1976］、内
戦によって最も被害を受けたのが一般市民で富裕層はそれを逃れていた。このことを勘案すると
抗議運動・大衆蜂起の発生要因としての「不満（grievance）」の重要性が浮かび上がってくる。　

6. おわりに
　2019 年の 10 月革命では、内戦によって強化されたクライエンテリズムや破壊的な内戦による民
族的な分断を乗り越え、経済状況の悪化に業を煮やした市民たちが全国規模に抗議運動を展開する
こととなった。
　現在進行中であるレバノンの抗議運動は、これまでに述べてきたようにクライエンテリズムと抗
議運動に関して豊富な理論的知見をもたらし、レバノン政治を観察していくうえで重大局面として
さらなる事実の検証と比較分析が必要とされる。本稿での予備的な分析からは、2019 年以前のレ
バノンでの抗議運動をみる限り、内戦がもたらす影響としてのクライエンテリズムの強化と民族的
分断が、内戦後における集合行為の大きな阻害要因となると予想される。しかしながら、レバノン
の 2019 年の抗議運動をみていくなかで、そのような阻害要因が乗り越えられる起点として、経済
状況の重要性が浮かび上がってきた。
　今後のさらなる研究のために、本稿では逸話的に触れた強化されたクライエンテリズムに関し
て、これを測る指標として、政党の支配的地域と抗議運動の発生件数の関係を量的に分析し、さ
らに現地でのインタビューをもとに実証的な知見を導き出すことが可能であると考える。また、
他の国の事例との比較分析も有用であろう。冒頭に示した 4ヶ国では政治体制や、2019 年以前の
抗議運動の展開が異なるものの、内戦の経験という条件を一定にした上での比較は中東・北アフ
リカの枠を超えた一般化可能な理論的知見を生み出す可能性を持っている。「アラブの春」という
現象を比較政治学の俎上に載せて議論し、他国・地域への応用可能な理論を構築していく営みの
なかで、レバノンの事例を起点としてアラブの春の「第一波」と「第二波」の総合的な理解が求め
られている。
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